
産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】

ガイドライン普及のためのプロモーション

2021年２月

公認会計士 植草 茂樹

東京工業大学 戦略的経営オフィス 特任専門員
東京農業大学 農生命科学研究所 客員研究員
事業構想大学院大学 産官学共創部 ディレクター

産業界等への処方箋
（応用編）

https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/200630_guideline_gaiyou_r1.pdf


産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン【追補版】の主な特徴

① 産学官連携を「コスト」ではなく「価値」への投資としてとらえ、「知」を価値付けする手法を整理

② 「組織」から大学発ベンチャーを含む「エコシステム」へと視点を拡大

③大学等と企業の両者を対等なパートナーとして、産業界向けの記載を新たに体系化

• 産学官連携により新たな価値を創造するという観点から、「産学官連携による共同研究強化のためのガ
イドライン」（平成28年）実現上のボトルネック解消に向けた処方箋と、新たに産業界／企業における
課題と処方箋について、ガイドライン『追補版』として令和2年6月30日にとりまとめ。

セクションＡ

大学等への処方箋

セクションＢ

産業界への処方箋

共同研究ガイドライン「追補版」の趣旨
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セクションA 大学等への処方箋

No 大項目 小項目 内容

1

資金の好
循環

研究者等の有する「知」へ
の価値付け

常勤教員の共同研究への関与時間に対する報酬（タイムチャージ）を料金に計上する。その際、企業との交
渉に基づき、実費弁償の考え方ではなく、「研究者の価値」等を考慮した高い水準の単価設定を行う。

学生を共同研究に参画させる場合についても、雇用契約を締結し、適切な対価を計上する。

2
研究成果として創出された
「知」への価値付け

一定の成果を得たことについて評価し、成功報酬として支払う状況を設けるなど、成功報酬型の契約を導入
する。

知的財産権のライセンス等やCIPの活用を通じて、ベンチャーの株式・新株予約権を取得する。

3
必要となるコストの適切な
分担

間接コスト比率の適性化や「戦略的産学連携経費」の導入に当たっては、エビデンスに基づいた丁寧な説明
を学内外に対して行う。

4
知の好循
環

知的財産権の積極的活用を
前提とした契約

「共同研究」を前提とせず、内容等に応じて「受託研究」等の契約形態を柔軟に提示する。

「さくらツール」も活用しながら、研究成果の活用を見据えた柔軟な契約交渉を行う。

産学連携の担当部署とベンチャー支援の担当部署が密接に連携する。

5
人材の好
循環

兼業・クロスアポイントメ
ント制度の活用

クロスアポイントメント制度の活用に当たっては、給与の上乗せ等の大学の研究者等にとってのインセン
ティブを確保する。

大学発ベンチャーの成長段階を見越して、研究者にとってリスクが予見可能となるよう利益相反等のリスク
マネジメントを実施する

6

産学官連
携の更な
る発展の
ために検
討すべき
事項

大学等の外部の組織の活用

CIPを活用し、ジョイントベンチャーへスムーズに移行等することが可能な法人を、大学等と企業が共同で
設立する。

大学等の出資する法人を活用し、学内の制約・慣行等に制限されない迅速で柔軟な対応と意思決定を実現す
る

7
研究・産学官連携に対する
エフォートの確保

特定の教員を選抜して学内資源を集中させることで、研究・産学官連携活動以外のエフォートを軽減する。

「コスト積み上げ」のみならず、常勤教員・学生の関与時間に対する報酬、成功報酬等の「知」の価値付けの手法を提示
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セクションＢ 産業界への処方箋

No 大項目 小項目 内容

1

プロジェク
トの構想・
設計

経営層のコミットメント

トップマネジメントの関与を明確に示すため、全社的な戦略・計画に産学官連携を位置づけるとともに、予算、人事、
権限において、大学等との協同研究を後押しする。

また、大学等と企業双方の経営層が参画する会議を定期的に開催する。

2
様々な経路でのパートナー探
索

全社的な戦略の方向性を踏まえ、様々な経路・手段を通じて適切なパートナーを絶えず探索する。

大学等を中核とした「エコシステム」の一員として、大学発ベンチャーとの連携も視野に入れる。

3 ビジョンやゴールの共同設定 大学等を対等なパートナーとしてとらえ、連携のビジョンやゴール・目標を共同で設定する。

4
プロジェク
トのマネジ
メント

連携の責任者と窓口の一元
化・明確化

熱意と責任を持った者を連携の責任者とし、産学官連携の窓口を一元化・明確化する。

5
複層的なコミュニケーション
と進捗管理

複層的なコミュニケーションの場を設定し、関係する部署を早くから巻き込む。

事業化・実用化を見据えた計画を策定し、共同研究の進捗・評価や成果に応じて柔軟に見直す試行錯誤のプロセスを根
気強く繰り返す。

6
パートナー
への投資

連携により得られる「価値」
への投資

大学等の有する「知」に対して価値付し、投資する。特に、研究者の共同研究へのコミットメントをより確実に引き出
すため、共同研究への関与時間に対する報酬を適切に支払う。

7
大学のマネジメントに対する
適切な支出

大学等との中長期的な関係構築に向けて、必要となるコストを適切に支出する。

8
長期的な人
的関係の構
築

人材交流の深化
クロスアポイントメント制度等を活用して、大学等へ研究者等を派遣する。

大学等の研究者／研究室を、企業において受け入れる。

9 次世代を担う人材の育成
適切な対価を支払い、プロジェクトに学生等の参画を得る。

インターンシップやフェローシップ、奨学金等の人材育成プログラムを実施する。

10
研究成果の
事業化

共同研究から事業化までの継
ぎ目無い接続

製造部門・事業部門等の担当者をプロジェクトに巻き込むなど、共同研究プロジェクトの構想や実施の段階から、事業
化までを見据えて戦略的に取り組む。

自社内での製品化・事業化のみならず、カーブアウトを可能とする。

11
新たな価値創造のための知的
財産の戦略的活用

知的財産権について、共同保有ではない保有形態を許容し、新たな価値を創造するための知的財産の活用を行う。
4

産学官連携を一層進める企業のために、フェーズごとに先行事例を分析して手法を体系化、グッドプラクティスを共有



【参考】日本における研究開発投資の現状

【出典】産学官連携の最近の動向及び 今後の論点について（文部科学省、令和元年5月） 5



【出典】産学官連携の最近の動向及び 今後の論点について（文部科学省、令和元年5月）

【参考】日本における産学連携の進展の状況と課題
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【参考】「価値創造システム」の構築のための産学連携の時代へ

7【出典】知識集約型の価値創造に向けた科学技術イノベーション政策の展開（最終とりまとめ）（2020年3月科学技術・学術審議会 総合政策特別委員会）

Society 5.0 の実現向けて、知識集約型の価値創造システムを構築するため「企業から大学への大規模投資」が必要



2018年度（1校） 2019年度（11校） 2020年度（14校）※2021年1月時点

東京大学 東京大学、宇都宮大学、筑波大学、千葉大学、一橋大学、
新潟大学、福井大学、三重大学、神戸大学、岡山大学、

東京海洋大学

東京大学、筑波大学、千葉大学、一橋大学、新潟大学、
福井大学、三重大学、神戸大学、岡山大学、東京海洋大
学、信州大学、島根大学、北海道教育大学、滋賀大学

※京都大学は財務レポートであるが、統合報告フレームワークに準拠している。

【参考】各大学の統合報告書についての分析を、
東京大学IRデータ課長の青木氏に協力いただき、
「月刊先端教育「2020年5月号」」に寄稿した。

【参考】「価値創造」に向けた大学の変革「統合報告書」の広がり（追補版Ｐ５３）
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【出典】価値創造プロセス（IIRC「 Framework日本語訳版」から引用）

【「追補版」Ｐ５３】より

大学等における価値創造の源泉・プロセスを明確にしてステークホルダーに伝えるため、財務情報と非財務情報を用いて積極的に
説明するアカデミア版「統合報告書」を公開する動きが広がっている。



「組織対組織」の産学連携の目的とはなにか

●「組織対組織」の産学連携を進めることは、従来の産学連携だけでの共同研究の延長線ではなく、
多様でポテンシャルのある大学の知財・人材・研究基盤の価値に着目し、企業が投資を行うことではないか。
●企業の投資の効果は、研究成果の事業化、自社ブランド価値向上、自社の人材育成など多様ではないか。

（出典）平成３０年度 組織的産学官連携活動における主な取組方針等
及び取組事例（文部科学省）

（出典）大阪大学共創機構ホームページより

（参考）ダイキン工業の産学連携（東京大学、大阪大学との連携事例）
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組織対組織の産学連携を実現するには① （出典：「組織」対「組織」の 本格的な産学連携構築プロセス実例集、経済産業省）

10



組織対組織の産学連携を実現するには② （出典：「組織」対「組織」の 本格的な産学連携構築プロセス実例集、経済産業省）
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組織対組織の産学連携を実現するには③ （出典：「組織」対「組織」の 本格的な産学連携構築プロセス実例集、経済産業省）
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組織対組織の産学連携を実現するには④ （出典：「組織」対「組織」の 本格的な産学連携構築プロセス実例集、経済産業省）
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組織対組織の産学連携を実現するには⑤ （出典：「組織」対「組織」の 本格的な産学連携構築プロセス実例集、経済産業省）
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組織対組織の産学連携の事例から見える課題の整理

【研究者】
●産学連携に関与する教員の比率

が低い
●人文社会系など多様な分野の研

究者の参画ができてない

【人材】
●企業にチャネルを有する人材を
採用したいが給与面で折り合わな

い
●連携の推進には、アライアンス
マネージャーや法務等の専門人材

が必要

＜大学側の課題＞

【研究の実施への展開】
●産学のラウンドテーブルの議論から、共同研究実施

に結びつける牽引役が必要
●将来の社会課題をテーマとする研究を、大型研究に

どう発展させるかが重要

【共同研究の成果の定義】
●短期的な成果を出すプレッシャーがかかり、研究内

容が短期志向になりがち
●３～５年で事業化するテーマの設定が困難

【マッチング上の課題】
●企業が大学にコンタクトしても、研究者の顔がわか

らない
●企業の研究課題を、大学にタイムリーに相談できる

仕組みができてない

【人材交流】
●企業の研究者を大学教員として迎えるにあたり、

給与が折り合わない

【知財のルールの違い】
●企業と大学でそれぞれ知財のルールが異なる

＜連携上の課題＞

【研究成果・時間軸の認識】
●短期的な成果を求めると、実

りある研究が育たない
●大学と企業とで求める共同研

究の成果が異なる
●大学と企業で共同研究におけ
る時間に対する感覚が異なる

【組織内での手続き】
●部署によって文化や手続きが
異なり、共同研究契約に時間・

手間がかかる

＜企業側の課題＞
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〇企業との共同研究について、企業側は自社内・自社外
の試験研究費についての税制優遇が適用できる

〇現実、監査などの実務の負担感から、実際に税額控除
の適用実績は少ない。

回答機関名
【2018】
企業等が負担
した額の合計

【2018】
企業等が自ら支
出した額の合計

【2019】
企業等が負担
した額の合計

【2019】
企業等が自ら支
出した額の合計

東北大学 363,609 335,664 45,907 6,101

筑波大学 28,730 37,558 21,069 18,897

東京大学 336,932 559,968 55,200 0

東京医科歯科大学 92,317 41,579 81,672 37,952

東京工業大学 95,187 89,626 0 0

一橋大学 0 0 0 0

名古屋大学 383,396 279,511 111,853 8,157

京都大学 484,703 165,386 12,729 596

大阪大学 675,814 463,866 57,853 4,500

【指定国立大学単位の税額控除適用額】
（単位：千円）

（出典）大学等における産学連携等実施状況について
（2018年度、2019年度）

【参考】共同研究に関する特別試験研究費税額控除制度
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【参考】大学ファクトブック
※基礎情報（大学全体の経営理念における産学官連携活動の取組方針、大学の得意分野とその具体例、産学官連携活動にお
いて今後重点化したい事項）、組織的産学連携活動等の企業からのニーズの大きい情報を掲載。（文部科学省ＨＰより）
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ご清聴ありがとうございました

本資料のお問い合わせ先

植草茂樹公認会計士事務所
代表 公認会計士 植草 茂樹
Mail：shige@uekusacpa.com


